
く2J労働市場をめぐる環境の変化

こうした雇用失業情勢の変化の背景として,近年の経済.産業面の変化やそ

れを背景とした企業行動の変化及び労働者の意識の変化等が挙げられるo

特に-グロ-バル化とサ-ビス産業の拡大等の産業構造の変化- I T化-バ

ブル崩壊の後遺症による経済の低迷の長期化の中で-企業の生き残りをかけた

様々な行動の変化として,短期的利益重視の経営姿勢の強まりに伴う, r正社

貞J以外の労働者の活用1人材の外部化,教育訓練投資の減少等の動きがみら
れるo

他方で,女性の-層の社会進出等を背景に,仕事以外の生括の充実も希望す
.る者の増加や,多様な働き方を希望する者が増加する等,労働者の考え方.行

動の変化が起こっているo

こうした両者の変化の中ー景気の回復に伴vl企業の業績は改善に向かったも

のの,企業の人材政策と労働者の意識との間でrずれJが生じている.

0経済.産業面の変化
経済.産業面における変化については,まず1中国をはじめとしたアジアに
おける国際分業や経済連携の進展があるoそれに対応し-産業の高付加価値化
の必要性が増大しているo

また,高齢化,共働きや単身世帯の増加ー企業のアウトソ-シングの進展等
により,介護関連サ-ビス1生括関連サ-ビス,労働者派遣事業をはじめとし

た対事業所サ-ビス等のサ-ビス産業が拡大しているo

さらに,通信の高速化.大容量化等の情報技術をはじめとした技術革新の進

展,規制改革に伴う新たな産業の拡大や,起業ー新規参入の増加といった動向

が,我が国の産業構造の変化の大きな要因となっている.

-方ー経済が回復している中で,地域によっては雇用機会が不足し,人材が

十分に活用されていないところもみられる14o.これらは-グロ-バル化に伴う
経済環境の変化や財政状況の変化による公共事業の減少等によって雇用が失
われていく状況にうまく対応できなかった結果,大きな影響を受けたものが多
い15.この結呆ー地域間において,経済力の格差が拡大しているo

総務省 r住民基本台帳人口移動報告Jにより,地方圏からの転出の推移を見ると, 1970年代以前, 80年

代後半と比べて90年代以降は低水準となっているo特にこの10年間で見ると- 20-24歳の若年層で減少

している.

この10年で見ると新規工場立地件数は- 関東,東海一近畿以外の地域で減少している.また1公的資本
形成は1999年以降減少しているが,その県内総支出に占める割合を見ると,地方困の方が高水準となって
おり1公的固定資本形成の減少の影響は地方圏でより大きいものと考えられる.
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